






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































司書講習科目検討会議 ○ × ×
委員会試案 × ○ ○
部会試案 ○ ○ ○




























































2004.12 ○ ○ ○
2006.3 ○
2006.7 ○ ○ ○
2007.6 ○ ○ ○
2007.9 ○ ○ ○ ○
2007.10 ○ ○ ○
2007.11 ○ ○ ○ ○
2008.2 ○ ○ ○ ○
2009.4 ○ ○
2009.9 ○ ○
2010.8 ○ ○
2011.12 ○
2012.10 ○
2013.9 ○ ○
6.考 察
6.1 科目案の検討
（1）日図協内部の二つの考え方
日図協は，1965年に委員会試案を，1972年に部
会試案を作成している。どちらも公共図書館以外の
館種別図書館職員の養成をめざしており，さらに等
級制を設けている。1960～1970年代前半当時，少
なくとも日図協内部においては，館種別図書館職員
の養成と等級制を必要とする考え方が存在し，これ
ら二つの考え方をめざした取組みが行われたと考え
られる。いずれも，その後さらに実現のための検討
が進められることはなく，日図協としての科目案が
作成されることもなかった。その原因としては，試
案を示しただけで，これらを実際にどのように運用
していくかという具体的な方法が示されていなかっ
たこと，根本が言及しているように等級を設けた館
種別図書館職員の養成に対する図書館界での意見の
一致，盛り上がりに欠けたことが考えられる。
（2）日図協の文部省への影響
1965年に日図協改善委員会が委員会試案を作成
した後に，1967年に講習科目改定のための司書講
習科目検討会議が文部省で行われ，この会議を受け
て1968年に講習科目1968が改定された。この会議
は，館種別図書館職員の養成，等級制という二つの
日図協内部の考え方に一定の影響を受けたと考えら
れるが，講習科目1968は4単位増加しただけで内
容等に大きな変化はなかった。
6.2 根本による提案の意義と課題
（1）意義
根本の記事によって，1960～1970年代前半の図
書館学教育，図書館職員養成のための取組み，
LIPERの研究の目的と研究成果が明らかになった。
また，これまで知られていなかった文部省の司書講
習科目検討会議の議事録と最終報告書を調査し，最
終報告書を紹介したことは大きな意義がある。これ
らは，今後1960～1970年代前半の図書館職員養成，
図書館学教育，科目案，図書館政策等に関する研究
を行う上で手掛かりになるものであり，非常に重要
である。合わせて，図書館界における図書館学教育
に関する議論のあり方や大学関係者の関心の低さを
指摘している点も重要である。
（2）課題
根本による主張Aの特徴は次の4点である。
①司書課程を「国際標準に合わせる」こと。
②大学と大学院で実施可能であること。
③必修単位数は「38単位（これは以前から，目安
になっている単位数）」であること。
④司書資格は「館種を超えた図書館専門職の養成の
基盤となる」こと。
これらの内容はまだ抽象的である。これらを具体
化するためには，今後次のような作業が必要と考え
られる。①については，日本の図書館職員の養成を
国際標準と合わせるためには，他の面で，どのよう
な条件整備が必要かについて検討する必要がある。
②については，大学院と大学で共通し使用できる教
育内容の開発が必要である。③については，現在の
業務内容をもとに38単位の内容を再確認する必要
がある。④については，多かれ少なかれ，図書館法
の改正が必要と考えられ，図書館法をどう改正する
のか，そのための制度設計が必要である。これに加
えて，ここに想定される図書館情報専門分野に関す
る38単位の履修は，現在，さまざまな形で図書館
情報学を専攻とする学部，大学院でそれぞれ行われ
ているため，これらとの関係を示す必要がある。
根本の主張Bの①～③の特徴は，いずれもこれ
まで提案されたことであるが，実現しなかったこと
である。これまで検討されてきてはいるが，新たに
提案する意義を明らかにする必要がある。これらに
は，図書館法改正とそのための図書館界での合意形
成が必要になるため，合意形成の方法，法改正の現
実的な可能性，法改正の費用対効果，具体的な制度
設計を検討する必要がある。
おわりに
本稿では，2004年から2013年に絞って，図書館
情報学改善に関する根本彰の意見の検討を行った。
今後は，ほかの研究者の図書館情報学改善に関する
意見について検討する。
（52）
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